
事 業 概 況 （令和８年３月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

 

令和７年度労災保険業務機械処理の令和８年３月末現在における保険給付支払総額は 7,273億円で、前年同期に比べて

1.2％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 3,161億円で 43.5％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 2,609億円で 35.9％を占めている。以下、休業補償給付が 13.8％、障害補償一時金が 4.1％、遺族補償一時金及び介

護補償給付がそれぞれ 1.1％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.3％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が 9.7％増、葬祭料が 6.1％増、療養補

償給付が 2.6％増、休業補償給付が 2.0％増、障害補償一時金が 1.0％増、介護補償給付が 0.8％増、年金等給付が 0.2％

増となっているのに対し、遺族補償一時金が 13.8％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 2,627 億円で 36.1％、「建設事業」が 1,925 億円で

26.5％、「製造業」が 1,578億円で 21.7％となっている。以下、「運輸業」が 11.3％、「鉱業」が 2.2％、「林業」が 1.3％、

「船舶所有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 4.9％増、「その他の

事業」が 4.4％増、「運輸業」が 2.4％増となっているのに対し、「鉱業」が 8.6％減、「船舶所有者の事業」が 4.9％減、「林

業」が 3.6％減、「漁業」が 3.0％減、「製造業」が 1.0％減、「建設事業」が 0.4％減となっている。（第２表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 718,801,815 100.0 0.1 △    727,277,041 100.0 1.2

療 養 補 償 給 付 254,259,787 35.4 1.1 260,880,244 35.9 2.6

休 業 補 償 給 付 98,592,580 13.7 0.7 △    100,599,980 13.8 2.0

障 害 補 償 一 時 金 29,564,235 4.1 1.0 29,863,186 4.1 1.0

遺 族 補 償 一 時 金 9,370,491 1.3 14.9 8,081,378 1.1 13.8 △   

葬 祭 料 1,785,661 0.2 6.1 △    1,894,793 0.3 6.1

介 護 補 償 給 付 7,874,208 1.1 0.9 7,935,129 1.1 0.8

年 金 等 給 付 315,633,472 43.9 1.4 △    316,133,680 43.5 0.2

二 次健 康診 断等 給付 1,721,382 0.2 6.0 1,888,652 0.3 9.7

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

　　　合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



  

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,767億円で 55.9％と最も大きく、次いで障害補

償年金が 1,213億円で 38.4％、傷病補償年金が 181億円で 5.7％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 1,027億円で 32.5％、「製造業」が 872億円で 27.6％、

「その他の事業」が 715億円で 22.6％となっている。以下、「運輸業」が 11.4％、「鉱業」が 3.4％、「林業」が 1.5％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 718,801,815 100.0 0.1 △    727,277,041 100.0 1.2

林 業 9,954,132 1.4 3.8 △    9,597,025 1.3 3.6 △    

漁 業 1,884,351 0.3 4.6 1,828,504 0.3 3.0 △    

鉱 業 17,145,375 2.4 6.2 △    15,676,476 2.2 8.6 △    

建 設 事 業 193,345,570 26.9 1.6 △    192,533,714 26.5 0.4 △    

製 造 業 159,419,739 22.2 1.5 △    157,763,301 21.7 1.0 △    

運 輸 業 80,515,202 11.2 1.5 82,467,113 11.3 2.4

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,445,224 0.2 9.4 △    1,515,969 0.2 4.9

そ の 他 の 事 業 251,782,241 35.0 2.1 262,747,033 36.1 4.4

船 舶 所 有 者 の 事 業 3,309,982 0.5 4.9 3,147,905 0.4 4.9 △    
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和6年度　7年3月末 令和7年度　8年3月末

令和7年度　8年3月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 121,293,191 176,699,332 18,141,156 316,133,680 100.0

林 業 1,399,478 3,260,415 201,598 4,861,491 1.5

漁 業 287,190 887,451 29,166 1,203,808 0.4

鉱 業 1,044,638 8,508,065 1,210,361 10,763,065 3.4

建 設 事 業 31,477,077 64,662,169 6,538,575 102,677,821 32.5

製 造 業 42,247,875 41,936,324 2,993,931 87,178,130 27.6

運 輸 業 13,913,367 20,214,191 1,973,622 36,101,181 11.4

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
198,138 595,239 37,331 830,708 0.3

そ の 他 の 事 業 30,404,949 35,944,469 5,111,443 71,460,861 22.6

船 舶 所 有 者 の 事 業 320,479 691,009 45,129 1,056,617 0.3

構 成 比 38.4% 55.9% 5.7% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



保 険 料 

 

  令和７年度労災保険業務機械処理の令和８年３月末現在における保険料徴収決定済額は 9,825億円で、前年同期に比べ

て 3.7％増となっている。保険料収納済額は 9,677億円で、前年同期に比べて 3.8％増となっている。また、収納率は前年

同期と同水準であった。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,902億円で 49.9％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 2,211 億円で 22.5％、「製造業」が 1,679 億円で 17.1％を占めている。以下、「運輸業」が 8.0％、「船舶所有者

の事業」が 1.3％、「林業」が 0.6％、「漁業」、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.2％とな

っている。（第４表） 

 

  

 

区　分　

令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度

　業　種 7年3月末 8年3月末 7年3月末 8年3月末 7年3月末 8年3月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 947,171,456 982,525,234 100.0 3.7 932,721,990 967,727,823 100.0 3.8 98.5 98.5

林 業 5,351,787 5,423,041 0.6 1.3 5,162,533 5,249,020 0.5 1.7 96.5 96.8

漁 業 2,048,861 1,980,375 0.2 3.3 △   2,007,889 1,940,786 0.2 3.3 △   98.0 98.0

鉱 業 2,223,000 2,266,227 0.2 1.9 2,084,719 2,132,544 0.2 2.3 93.8 94.1

建 設 事 業 214,012,066 221,124,034 22.5 3.3 210,475,926 217,448,428 22.5 3.3 98.3 98.3

製 造 業 162,721,149 167,877,516 17.1 3.2 160,920,952 166,112,702 17.2 3.2 98.9 98.9

運 輸 業 76,642,634 78,557,199 8.0 2.5 74,385,303 76,377,000 7.9 2.7 97.1 97.2

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,243,259 2,420,940 0.2 7.9 2,241,454 2,417,502 0.2 7.9 99.9 99.9

そ の 他 の 事 業 468,370,699 490,239,103 49.9 4.7 462,111,376 483,603,503 50.0 4.7 98.7 98.6

船舶所有者の 事業 13,558,002 12,636,799 1.3 6.8 △   13,331,839 12,446,337 1.3 6.6 △   98.3 98.5

構成比
対前年

同　期
増減率
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第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


